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調査名 調査対象 標本数 回答数 調査方法 調査時期 調査事項

①
これからの“とちぎ”づくりに
関する高校生意向調査

県内の県立及び私立高
等学校に在学する２年
生

1,600人 1,340人オンライン調査 Ｒ６.５～６月
○進学・就職、居住意向
○結婚
○子どもを持つこと など

②
就職や結婚観などに関する大
学生アンケート調査

県内の10大学の１～
４年生

21,432
人

1,192人オンライン調査 Ｒ６.５～６月
○就職、居住意向
○結婚
○子どもを持つこと など

③
これからの“とちぎ”づくりに
関する県民意識調査

県内に居住する18歳
から50歳代までの方

－ 3,177人オンライン調査 Ｒ６.６～７月
○結婚
○子どもを持つこと など

④
今後の暮らし方に関するアン
ケート調査

東京圏に居住する満
18歳以上の方

1,200人 1,200人オンライン調査 Ｒ６.５～６月

○地方への移住意向
○移住先を検討する上で重視す
る点
○行政に期待する支援策 など

⑤
次期プランに関する市町長意
向調査

県内市町長 25人 25人オンライン調査 Ｒ６.５～６月
○県プランの取組に関して
○人口減少対策
○今後の取組 など

⑥
次期プラン策定に関するエキ
スパート人材・アイデア人材
アンケート調査

エキスパート人材・ア
イデア人材

110人 49人オンライン調査 Ｒ６.５～６月
○東京圏一極集中
○栃木県の強み
○栃木県の課題

⑦
これからの“とちぎ”づくりに
関する県民意向調査

満18歳以上の県民 5,000人 調査中
調査票による郵送
又はオンライン調査

Ｒ６.７月
○現在の関心事
○県プランの取組に関して
○望ましい「とちぎの姿」 など

⑧ 栃木県に関するイメージ調査

満18歳以上の県民 5,000人 調査中
調査票による郵送
又はオンライン調査

Ｒ６.７月 ○栃木県のイメージ
○愛着･誇り（県民）
○訪問･居住意向（他県民）
○情報入手 など満18歳以上の他県民 3,000人 調査中 オンライン調査 Ｒ６.７月

調査について
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調査結果（概要）

１ 進学・就職、居住意向など
２ 移住
３ 結婚
４ 子どもを持つこと
５ 市町長意向調査（人口減少対策）
６ エキスパート人材・アイデア人材アンケート調査

２

※上記の１、３、４については、高校生意向調査、大学生アンケート調査、県民意識調査の結果
から進学･就職、居住意向、結婚、子どもを持つことについて示す。また、２については、今後
の暮らし方に関するアンケート調査の結果から移住について示す。



１ 進学・就職、居住意向など

３



1-1 進学・就職について【高校生】

進学希望者は７割程度、就職希望者は2割程度である。

進学・就職を希望する地域は、進学希望者では「東京圏」が最も多く、就職希望者では「栃木県」が多い。
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【進学を希望する地域（進学希望者）】 【就職を希望する地域（就職希望者）】
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東京圏
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1-２ 就職について①【大学生】

就職を希望する地域は、「栃木県」が最も多い。
理由は、「住みやすい・生活が便利だから」、「希望する就職先があるから」が上位である。

【就職先として考えている地域を選んだ理由】 （２つまで選択）【就職を希望する地域】

５

0.4

24.3

16.4

33.3

25.7

0.0

16.5

18.1

29.8

35.6
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無回答

その他

東京圏

特に考えていない

栃木県

2024年（n=1192）

2019年（n=2216）

[%]

※就職を希望する地域について「特に考えていない」と回答したものを除く

1

6.2

10.5

7.8

10.6

25.3

23.5

24.3

45.4

0.0

5.9

6.9

7.5

17.2

23.3

29.2
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46.0
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無回答

その他

実家を離れて独立したいから

友人・知人がいるから

その地域に貢献したいから

親や兄弟姉妹がいるから

その地域に愛着があるから

希望する就職先があるから

住みやすい・生活が便利だから

2024年（n=837）

2019年（n=1470）

[%]



1-２ 就職について②【大学生】

就職を希望する際に重視することとしては、男性では「給与の額」、「休暇取得」が多く、女性では「希
望職種」、「給与の額」が多い。

【就職を希望する際に重視すること】 （２つまで選択）

【女性】

６

0.2

1.2

4.6

4.0

7.2

15.2

9.0

16.7

28.3

22.6

34.0

40.2

0.0

2.0

2.3

5.2

6.2

10.2

15.7

20.3

28.9

30.2

33.8

38.0

0 10 20 30 40 50

無回答

その他

企業ブランド・イメージ

定年まで勤務できる

勤務地や転勤の有無

経営が安定している

地域・社会に貢献できる

福利厚生が充実している

希望する職種がある

能力・知識を生かせる

休暇が十分に取得できる

給与の額

2024年（n=305）

2019年（n=1148） 0.6

1.6

3.4

2.8

10.4

11.7

8.3

19.6

29.3

32.0

37.1

34.3

0.0

0.8

1.5

1.9

7.5

9.7

11.7

21.3

28.1

31.4

40.0

40.4

0 10 20 30 40 50

無回答

その他

定年まで勤務できる

企業ブランド・イメージ

勤務地や転勤の有無

経営が安定している

地域・社会に貢献できる

能力・知識を生かせる

福利厚生が充実している

休暇が十分に取得できる

給与の額

希望する職種がある

2024年（n=853）

2019年（n=1061）

【男性】

[%][%]



20.6

22.2

20.8

26.9

23.3

17.8

35.3

33.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2019年

(n=1070)

2024年

(n=1340)

住み続けたい・住んでみたい 進学などで県外に出ても栃木県内に戻ってきて住みたい 住みたくない わからない

1-3 栃木県への居住意向【高校生】

居住意向がある割合（「住み続けたい・住んでみたい」「戻ってきて住みたい」）は５割程度である。

居住意向がない理由は「進学先や就職先がない」、「住みにくい」、「都会で生活したい」が上位である。

【栃木県への居住意向】 49.1%

9.2

0.8

1.3

1.3

3.8

3.8

4.6

23.1

35.7

42.0

42.9

0 10 20 30 40 50 60

その他

災害が多いから

自然が豊かでないから

家族や友人がいないから

住み慣れていないから

特に理由はない・理由を考えたことがない

人や地域とのつながりが薄いから

これからの栃木県に期待を持っていないから

東京などの都会で生活したいから

買物する場所や移動手段などが不足していて、住みにくいから

希望する進学先や就職先がないから

n=238

[%]

７

【栃木県への居住意向がない理由】（２つまで選択）



1.5

4.0

5.5

8.8

3.6

10.7

8.7

9.1

22.5

19.9

28.7

21.2

26.7

27.9

28.5

45.6

0.0

3.1

5.7

6.5

6.9

7.9

9.6

9.8

20.4

20.7

22.3

25.9

27.6

30.4

30.9

36.6

0 10 20 30 40 50

無回答

その他

道路や上下水道などの生活基盤の整備

住民の高齢化や過疎化が進んでいる集落（コミュニティ）の再生

地域活動※やボランティア活動の活発化

高齢者や障害者が地域で安心して暮らせる社会福祉の充実

病院の整備や在宅医療の提供などの地域医療の充実

森林や河川などの豊かな自然環境の保全

魅力ある様々な職業・働き場所の確保

文化・芸術活動やスポーツの活発化

犯罪や交通事故が少ない安全な地域づくり

学校施設の整備などの教育環境の充実

人が集まる活気あるまちづくり

安心して子どもを産み育てられる・働きながら子育てができる支援の充実

魅力あふれる観光地づくり

電車やバスなどの公共交通機関の充実

2024年（n=1340）

2019年（n=1070）

1-４ 今後、栃木県に居住するために必要な施策【高校生】

今後、栃木県に居住するために必要な施策としては「公共交通機関の充実」、「魅力あふれる観光地づく
り」が上位である。

[%]

８

【今後、栃木県に居住するために必要な施策】 】（３つまで選択）



1-５ 栃木県への居住意向【大学生】

居住意向がある割合（「住み続けたい・住んでみたい」「戻ってきて住みたい」）は６割程度である。
居住意向がない理由は「住みにくい」、「家族や友人がいない」が上位である。

【栃木県への居住意向】

９

41.8 20.3 37.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年

(n=1192)

住み続けたい・住んでみたい 進学などで県外に出ても栃木県内に戻ってきて住みたい 住みたくない

9.3

1.5

1.8

8.4

10.8

11.7

16.2

19.0

19.7

32.5

33.6

0 10 20 30 40 50

その他

災害が多いから

自然が豊かでないから

特に理由はない・理由を考えたことがない

人や地域とのつながりが薄いから

これからの栃木県に期待を持っていないから

東京などの都会で生活したいから

希望する進学先や就職先がないから

住み慣れていないから

家族や友人がいないから

買物する場所や移動手段などが不足していて、住みにくいから

n=452

[%]

62.1%

【栃木県への居住意向がない理由】（２つまで選択）



２ 移住
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２-１ 地方への移住意向①【東京圏居住者】

東京圏居住者の約35%が地方（東京圏以外の道府県）への移住を予定又は検討している。

移住意向のある方の移住時期は、「具体的な時期が決まっていない」が多い。

11

2.8

2.0

2.0

2.3

5.5

6.8

5.8

6.0

4.5

3.0

3.5

3.7

27.5

17.8

22.8

22.7

10.3

7.0

8.5

8.6

49.5

63.5

57.5

56.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他出身者

(n=400)

東京圏出身者

(n=400)

栃木県出身者

(n=400)

全体

(n=1200)

今後1年以内に移住する予定がある・移住を検討したい

今後5年以内に移住する予定がある・移住を検討したい

今後10年以内に移住する予定がある・移住を検討したい

具体的な時期は決まっていないが、移住したい・移住を検討したい

移住はしないが、特定の地域と継続的なつながりを持ちたい

移住は考えていない・関心がない

【出身地別】

34.6%

34.0%

29.5%

40.3%



２-１ 地方への移住意向②【東京圏居住者(本県出身者)】

本県出身者では、男性、女性とも50歳代で移住意向の割合が高く、60歳以上で低い。
30～50歳代では、女性に比べて男性の移住意向の割合が高い。

12

【栃木県出身者（男性）】 【栃木県出身者（女性）】
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9.8

7.1

7.1

9.8

4.8

2.4

9.8
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26.2
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9.5

4.8
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60歳以上

(n=41)

50歳代

(n=41)

40歳代

(n=42)

30歳代

(n=42)

18～20歳代

(n=34)

35.3%
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2.5

2.5

2.5

5.0

7.5

2.5

5.0

5.0

5.0
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25.0
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5.0

5.0
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40歳代
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37.5%

30.0%
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２-１ 地方への移住意向③【東京圏居住者】

【地方移住を予定･検討したいと考えたきっかけ】

地方移住を予定･検討したいと考えたきっかけは、男性、女性とも「定年・早期退職のため」が最も多く、
次いで「住宅購入のため」が多い。
また、男性では「転職のため」、女性では「子育てのため」が上位にある。
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7.3
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進学のため

結婚のため

子育て（妊娠・出産を含む）のため

就職のため

親族の介護のため

親や子ども、孫との同居・近居のため

転職のため

住宅購入のため

定年・早期退職のため

n=218 20.3
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4.1

7.1
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28.4
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その他
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結婚のため
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親族の介護のため

親や子ども、孫との同居・近居のため

子育て（妊娠・出産を含む）のため

住宅購入のため

定年・早期退職のため

n=197

【男性】 【女性】
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２-１ 地方への移住意向④【東京圏居住者】
地方移住を望まない理由は、男性、女性とも「今の生活に不満がないから」が多い。
また、男性では「仕事を続ける必要がある」が上位にあるが、女性では生活面での理由が上位にある。

3.4

2.9

3.7

8.1

9.2

10.2

11.3

15.2

16.5

24.3

30.1

30.9

32.2

49.5

50.3

0 10 20 30 40 50 60

その他

移住先の地域の子育て環境に不安があるから

移住先の地域の子どもの教育環境に不安があるから

移住先での住居の確保に不安があるから

移住先ではレジャー・娯楽施設や文化施設、イベントが乏し

そうだから

移住先の地域の医療・福祉・介護に関する施設やサービスに

不安があるから

移住先の地域の住民との人間関係が不安だから

移住先で自分の希望する仕事・自分に合った仕事が見つから

ないと思うから

移住に伴い、収入が下がる可能性があるから

すでに住宅を購入している・住宅ローンがあるから

買物などの日常的な生活環境の利便性が低下しそうだから

電車やバスなどの交通の利便性が低下しそうだから

今の家族の生活を変えたくないから

現在の仕事を続ける必要があるから

今の自分の生活に不満がないから

n=382

【地方移住を望まない理由】

3.2

3.2

3.2

9.9

10.4

11.4

12.2

12.4

16.1

21.6

27.3

35.7

36.5

40.2

54.1

0 10 20 30 40 50 60

その他

移住先の地域の子育て環境に不安があるから

移住先の地域の子どもの教育環境に不安があるから

移住先での住居の確保に不安があるから

移住に伴い、収入が下がる可能性があるから

移住先ではレジャー・娯楽施設や文化施設、イベントが乏し

そうだから

移住先の地域の医療・福祉・介護に関する施設やサービスに

不安があるから

移住先で自分の希望する仕事・自分に合った仕事が見つから

ないと思うから

移住先の地域の住民との人間関係が不安だから

すでに住宅を購入している・住宅ローンがあるから

現在の仕事を続ける必要があるから

今の家族の生活を変えたくないから

電車やバスなどの交通の利便性が低下しそうだから

買物などの日常的な生活環境の利便性が低下しそうだから

今の自分の生活に不満がないから

n=403
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２-２ 移住先を検討する上で重視する点【東京圏居住者】
移住先を検討する上で重視する点として、男女とも「生活環境が整っていること」や「交通の利便性がよいこと」
が上位である。

1.8

12.1

12.4

13.6

15.9

15.0

11.5

16.3

21.0

21.7

26.8

31.5

37.1

24.1

34.5

34.0

38.2

44.0

49.8

56.5

2.3

13.0

14.2

14.2

15.0

15.5

17.5

18.0

28.5

29.5

33.2

33.5

34.3

34.3

37.5

38.8

42.7

47.7

56.3

66.5

0 10 20 30 40 50 60 70

その他

子どもの教育環境が良いこと

自分または配偶者の出身地など、愛着のある地域であること

地方自治体の移住に関する支援が充実していること

子育てがしやすい環境であること

魅力ある地域コミュニティであること・近隣住民の人柄や人間関係がよい

こと

親族（親や子ども、兄弟・姉妹）や親しい友人・知人がいること

レジャー・娯楽施設や文化施設がある程度整っていること

空気や水、木々などの自然環境が豊かなこと

趣味が楽しめること

生活時間にゆとりを持てること

現在の収入の水準を維持できること

希望する仕事・自分に合った仕事が見つけられること

東京圏から遠すぎないこと

条件に合った良い住まいが見つかりやすいこと

生活コスト（物価、光熱水費、家賃など）が低いこと

医療・福祉・介護に関する施設やサービスが充実していること

治安が良いこと

電車やバスなどの交通の利便性がある程度よいこと

買物などの日常的な生活環境がある程度整っていること

2024年(n=600)

2019年(n=536)
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1.6

15.5

7.3

7.1

8.1

9.7

7.3

11.6

18.9

21.1

22.7

21.9

23.2

25.8

28.3

37.9

46.9

30.3

40.0

44.3

2.2

10.2

11.0

11.5

12.7

12.8

13.5

17.2

25.8

27.5

27.8

29.2

30.8

31.5

34.5

35.3

36.2

37.0

41.8

50.7

0 10 20 30 40 50 60 70

その他

地方自治体の移住に関する支援が充実していること

親族（親や子ども、兄弟・姉妹）や親しい友人・知人がいること

子どもの教育環境が良いこと

自分または配偶者の出身地など、愛着のある地域であること

魅力ある地域コミュニティであること・近隣住民の人柄や人間関係がよい

こと

子育てがしやすい環境であること

レジャー・娯楽施設や文化施設がある程度整っていること

東京圏から遠すぎないこと

空気や水、木々などの自然環境が豊かなこと

条件に合った良い住まいが見つかりやすいこと

趣味が楽しめること

生活時間にゆとりを持てること

医療・福祉・介護に関する施設やサービスが充実していること

生活コスト（物価、光熱水費、家賃など）が低いこと

現在の収入の水準を維持できること

希望する仕事・自分に合った仕事が見つけられること

治安が良いこと

電車やバスなどの交通の利便性がある程度よいこと

買物などの日常的な生活環境がある程度整っていること

2024年(n=600)

2019年(n=634)

[%] [%]

【移住先を検討する上で重視する点】

【男性】 【女性】



２-３ 行政に期待する移住支援策【東京圏居住者】

行政に期待する移住支援策は、男女とも「総合情報サイト」や「総合的な相談窓口」が上位である。

【行政に期待する移住支援策】

2.2

15.7

18.3

19.5

20.0

25.3

32.7

37.3

42.7

0 10 20 30 40 50

その他

移住希望先の出身者との交流や情報交換ができ

る場の提供

移住を体験できるツアーなどの開催

移住に向けた相談会やセミナーの開催

移住経験者による相談・支援の実施

移住後の継続的なフォローアップの実施

特に必要ない

移住先の地域の仕事や暮らし、住まいなどが相

談できる総合的な相談窓口

移住先の地域の仕事や暮らし、住まいなどが一

覧できる総合情報サイト

n=600

【男性】 【女性】

0.5

15.8

18.5

24.8

26.5

29.0

35.5

41.2

46.7

0 10 20 30 40 50

その他

移住希望先の出身者との交流や情報交換が

できる場の提供

移住に向けた相談会やセミナーの開催

移住経験者による相談・支援の実施

移住を体験できるツアーなどの開催

特に必要ない

移住後の継続的なフォローアップの実施

移住先の地域の仕事や暮らし、住まいなど

が相談できる総合的な相談窓口

移住先の地域の仕事や暮らし、住まいなど

が一覧できる総合情報サイト

n=600
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３ 結婚
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３-１ 結婚意欲【高校生】

結婚意欲がある割合は、男性、女性では７割程度であり、性別回答なしの方では４割程度である。

結婚を希望する時期は、男性、女性では「20代後半」が多く、性別回答なしの方では「20代前半」が多い。

31.4

29.1

24.6

2.9

19.5

19.2

8.6

18.8

23.2

22.9

7.4

6.4

20.0

17.3

15.5

0.0

0.0

0.1

14.3

8.0

10.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

性別無回答

(n=35)

女性

(n=591)

男性

(n=714)

早めに結婚したい 結婚したいが、年齢にはこだわらない

安定した収入・キャリアが得られた後に結婚したい 結婚する気はない

結婚してもしなくてもいい 既婚

わからない

【結婚意欲】

6.7

1.3

2.3

53.3

35.9

29.0

40.0

56.0

61.2

6.8

7.1

0.0

0.0

0.2

0.0

0.0

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

性別無回答

(n=15)

女性

(n=398)

男性

(n=479)

10代 20代前半 20代後半 30代前半 30代後半 40代以上

【結婚を希望する時期】

67.1%

67.3%

42.9%
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３-２ 結婚意欲【大学生】

結婚意欲がある割合は、男性、女性では７割程度であり、性別回答なしの方は４割程度である。

結婚を希望する時期は、男性、女性、性別回答なしの全てで「20代後半」が多い。

【結婚意欲】

【結婚を希望する時期】

19

8.8

32.5

24.6

2.9

17.4

21.0

26.5

23.6

23.9

29.4

6.7

10.2

32.4

19.6

19.3

0.0

0.4

1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

性別無回答

(n=34)

女性

(n=853)

男性

(n=305)

早めに結婚したい 結婚したいが、年齢にはこだわらない

安定した収入・キャリアが得られた後に結婚したい 結婚する気はない

結婚してもしなくてもいい 既婚

69.5%

73.4%

38.2%

15.4

18.5

12.7

69.2

74.6

68.4

15.4

6.4

16.5

0.0

0.3

1.9

0.0

0.2

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

性別無回答

(n=13)

女性

(n=626)

男性

(n=212)

20代前半 20代後半 30代前半 30代後半 40代以上



３-３ 結婚意欲【18歳～50歳代の県民】

結婚意欲は、2019年と比べると18歳～50歳代の全ての年代で低下傾向にある。18歳～40歳代では10%程
度低下し、50歳代では4%程度低下した。

【結婚意欲（未婚者）】

20すぐにでも結婚したい 2～3年以内には、結婚したい
いずれは結婚したい 結婚するつもりはない

8.0

11.8

11.1

12.0

4.6

4.9

14.3

22.6

19.0

30.5

40.4

43.9

68.4

52.8

34.1

21.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50歳代

(n=174)

40歳代

(n=246)

30歳代

(n=314)

18～20歳代

(n=301)

78.5%

65.8%

47.2%

31.6%

2024年

15.4

14.8

17.1

9.9

2.6

6.5

16.7

24.0

17.9

36.1

42.9

55.2

64.1

42.6

23.3

10.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50歳代

(n=39)

40歳代

(n=108)

30歳代

(n=240)

18～20歳代

(n=466)

89.1%

76.7%

57.4%

35.9%

2019年



2.2

2.2

0.0

2.2

0.0

17.4

4.3

2.2

39.1

30.4

0 10 20 30 40 50 60

その他

仕事に専念したいから

家庭を持つと責任が重くなるから

年齢などの理由で難しいと考えているから

経済的な不安があるから

異性とうまく付き合えないから

育児・介護を背負うことになるから

仕事に加え家事を背負うことになるから

自分のお金や時間が自由に使えなくなるから

結婚に魅力や必要性を感じないから

n=46 2.3

6.8

9.1

0.0

0.0

6.8

4.5

0.0

25.0

45.5

0 10 20 30 40 50 60

n=44

３-４ 結婚を望まない理由【高校生、大学生】

高校生の結婚を望まない理由は、男性では「お金や時間が自由に使えなくなる」が多く、女性では「魅力や
必要性を感じない」が多い。
大学生も高校生同様に、男性では「お金や時間が自由に使えなくなる」が多く、女性では「魅力や必要性を
感じない」が多い。

【男性】 【女性】

高校生
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[%][%]

6.5

3.2

0.0

0.0

9.7

29.0

0.0

0.0

29.0

22.6

0 10 20 30 40 50 60

その他

仕事に専念したいから

家庭を持つと責任が重くなるから

年齢などの理由で難しいと考えているから

経済的な不安があるから

異性とうまく付き合えないから

育児・介護を背負うことになるから

仕事に加え家事を背負うことになるから

自分のお金や時間が自由に使えなくなるから

結婚に魅力や必要性を感じないから

n=31

【男性】

[%]

3.5

1.8

1.8

0.0

0.0

8.8

5.3

1.8

29.8

47.4

0 10 20 30 40 50 60

n=57
【女性】

[%]

大学生

（２つまで選択）

（２つまで選択）



３-４ 結婚を望まない理由【18歳～50歳代の県民】

結婚を望まない理由は、男性では、全ての年代で「魅力や必要性を感じない」が上位である。また、18～20歳
代では「異性とうまく付き合えない･恋愛が面倒」 も上位であり、50歳代では「年齢上の理由で難しい」も上位
である。
女性では、全ての年代で「魅力や必要性を感じない」が最も多い。

22

31.8

27.3

0.0

22.7

36.4

4.5

36.4

4.5

33.3

21.1

3.5

31.6

19.3

8.8

43.9

5.3

21.1

14.4

0.0

33.3

17.8

20.0

48.9

3.3

20.9

9.3

2.3

24.4

4.7

47.7

37.2

5.8

0 20 40 60 80

自分のお金や時間が自由に使えなくなるから

家庭を持つと責任が重くなるから

仕事（学業）に専念したいから

経済的な不安があるから

異性とうまく付き合えない・恋愛が面倒だから

年齢などの理由で難しいと考えているから

結婚に魅力や必要性を感じないから

その他

18～20歳代(n=22)

30歳代(n=57)

40歳代(n=90)

50歳代(n=86)

39.5

14.0

2.3

14.0

25.6

0.0

62.8

9.3

36.0

8.0

0.0

10.0

38.0

12.0

64.0

6.0

22.5

7.5

0.0

12.5

22.5

35.0

60.0

5.0

18.2

12.1

0.0

6.1

12.1

36.4

51.5

12.1

0 20 40 60 80

18～20歳代(n=43)

30歳代(n=50)

40歳代(n=40)

50歳代(n=33)

[%]

（２つまで選択） （２つまで選択）

[%]

男性 女性



３-５ 結婚に当たって期待する行政の支援策 【18歳～50歳代の県民】

23

行政の支援策としては、年齢･性別によらず「経済対策による収入の増加」 、「企業などへの働きかけ」が
上位である。

【結婚に当たって期待する行政の支援策（２つまで選択）】

19.0

69.3

38.7

8.8

12.4

10.9

1.5

8.8

27.9

62.4

30.5

10.8

5.9

9.9

7.0

9.4

24.3

58.9

28.8

11.9

5.6

11.1

5.8

9.6

27.1

54.7

36.4

11.7

7.5

9.6

5.6

9.4

0 20 40 60 80

雇用対策による安定した雇用機会の提供

安定した家計を営めるよう、経済対策による収入の増加

夫婦がともに働き続けられるような職場環境の充実など、企

業などへの働きかけ

家庭を持つことの意義や重要性などに関する啓発意識

行政が設置する結婚支援センターによる支援体制の充実

未婚者への出会いの場の提供や異性との交際術などを学ぶ結

婚セミナーの開催

その他

行政による支援策は必要ない

18～20歳代(n=137)

30歳代(n=426)

40歳代(n=531)
50歳代(n=572)

22.9

70.3

49.8

5.4

4.7

6.5

1.8

7.9

26.9

66.7

48.9

7.0

4.3

6.6

3.2

5.6

26.7

59.0

43.5

9.3

3.4

8.1

4.2

7.9

30.1

57.0

42.7

10.7

5.7

7.5

3.0

7.8

0 20 40 60 80

18～20歳代(n=279)
30歳代(n=532)
40歳代(n=356)
50歳代(n=335)

[%][%]

男性 女性



４ 子どもを持つこと
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４-１ 子どもを持つ意欲【高校生】
子どもを持つ意欲がある割合は、男性、女性では８割程度であり、性別無回答の方は６割程度である。
子どもを持ちたい時期としては、男性、女性、性別無回答の方の全てで「20代後半」が多い。
子どもを持ちたくない理由は、男性では「経済的な不安が増える」、「親になることや子育てへの不安がある」
が多く、女性では「妊娠・出産・子育ての身体的・精神的負担が大きい」が多い。

【子どもを持ちたい時期】

【子どもを持ちたくない理由】

14.7

23.5

5.9

8.8

5.9

17.6

23.5

0 10 20 30 40 50

その他

親になることや子育てへの不安があるから

健康上の理由から

子どもを安心して産み育てられる環境にないから

仕事と子育ての両立が難しそうだから

妊娠・出産・子育ての身体的・精神的負担が大きそうだから

経済的な不安が増えそうだから

n=34

【男性】

7.9

28.9

5.3

0.0

2.6

47.4

7.9

0 10 20 30 40 50

n=38
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【女性】

[%][%]

3.7

0.7

1.5

14.8

15.4

7.3

22.2

51.4

45.7

18.5

11.2

22.2

0.5

2.4
0.1

14.8

6.9

5.1

0.6

25.9

13.7

15.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

性別無回答

(n=27)

女性

(n=547)

男性

(n=668)

10代 20代前半 20代後半 30代前半 30代後半 40代以上 子どもを持つ気はない 既に子どもがいる わからない

79.2%

79.3%

59.3%



４-２ 子どもを持つ意欲【大学生】

子どもを持つ意欲がある割合は、男性では８割程度、女性では９割程度、性別無回答の方は７割程度である。
子どもを持ちたくない理由は、男性では「親になることや子育てへの不安がある」が多く、女性では「妊娠・出産・
子育ての身体的・精神的負担が大きい」が多い。

【子どもを持ちたい時期】

【男性】 【女性】
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4.2

4.4

2.9

37.5

59.2

42.3

29.2

21.2

32.8

1.1

4.0

1.5

29.2

13.8

16.1

0.3

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

性別無回答

(n=24)

女性

(n=796)

男性

(n=274)

20代前半 20代後半 30代前半 30代後半 40代以上 子どもを持つ気はない 既に子どもがいる

83.6%

85.9%

70.8%

15.9

31.8

0.0

11.4

4.5

11.4

25.0

0 10 20 30 40 50

その他

親になることや子育てへの不安があるから

健康上の理由から

子どもを安心して産み育てられる環境にないから

仕事と子育ての両立が難しそうだから

妊娠・出産・子育ての身体的・精神的負担が大きそうだから

経済的な不安が増えそうだから

n=44 7.3

28.2

2.7

4.5

13.6

29.1

14.5

0 10 20 30 40 50

n=110

【男性】 【女性】

【子どもを持ちたくない理由】
[%][%]



４-３ 希望する子どもの人数【高校生、大学生】

高校生の理想の子どもの人数は、男女とも「2人」が多い。
大学生も同様に、理想の子どもの人数は、男女とも「2人」が多い。

1.8

1.9

11.1

13.5

59.7

67.7

26.1

14.0

1.1

0.9

0.3

1.9
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女性

(n=380)

男性

(n=465)

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上

【理想の子どもの人数・高校生】

平均

注：対象は「結婚意欲がある」と回答した未婚者。「子どもを持ちたいか分からない」と回答したものは除く。

2.04人

2.14人

【理想の子どもの人数・大学生】
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注：対象は「結婚意欲がある」と回答した未婚者。
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2.15人



４-４ 理想とする人数の子どもを持つための条件【高校生、大学生】

理想とする人数の子どもを持つための条件として、高校生、大学生の男女とも「教育にお金があまりかからないこ
と」、「働きながら子育てができる職場環境であること」、「地域の保育サービスが整うこと」が多い。
また、女性は「配偶者の家事・育児への協力が得られること」が男性に比べて多い。

【理想とする人数の子どもを持つための条件・高校生】 （２つまで選択）
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自分または配偶者が高齢でないこと
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自分の昇進・昇格に差し支えがないこと

配偶者の家事・育児への協力が得られること

出産・育児について相談できる人が地域にいること

家がある程度広いこと

健康上の問題がないこと

雇用が安定すること

地域の保育サービスが整うこと

働きながら子育てができる職場環境であること

教育にお金があまりかからないこと
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健康上の問題がないこと

家がある程度広いこと

出産・育児について相談できる人が地域にいること

配偶者の家事・育児への協力が得られること

地域の保育サービスが整うこと

働きながら子育てができる職場環境であること

教育にお金があまりかからないこと

n=434

【理想とする人数の子どもを持つための条件・大学生】 （２つまで選択）
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働きながら子育てができる職場環境であること
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28

【女性】【男性】



４-５ 希望する子どもの人数【18歳～50歳代の県民】
34歳以下の未婚者では、理想の子どもの人数は、男女とも「2人」が多い。また、栃木県の平均値は、男女とも全国
平均より多い。
50歳未満の既婚女性では、理想の子どもの人数は「2人」、「３人」が上位であるが、予定の子どもの人数は「2
人」、「1人」が上位である。また、栃木県の平均値は、理想、予定とも全国平均より少ない。

【理想の子どもの人数・未婚者（34歳以下、結婚意欲あり）】

【理想と予定の子どもの人数・既婚女性（50歳未満）】
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平均値

栃木県 全国※

男性 1.98人 1.82人

女性 1.83人 1.79人

平均値

栃木県 全国※

理想 2.19人 2.25人

予定 1.80人 2.01人

8.8

4.9

23.8

7.0

49.6

55.3

14.9

30.3

2.6

2.0

0.4

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

予定

（n=781)

理想

（n=781）

０人 １人 ２人 ３人 ４人 ５人以上

※出典 第16回出生動向基本調査（結婚と出産に関する全国調査,2021） 【国立社会保障・人口問題研究所】



４-6 理想とする人数の子どもを持てない理由【18歳～50歳代の県民】

理想とする人数の子どもを持てない理由は、未婚女性では「経済的な不安」、「仕事（学業）と子育ての両立が難しい」、「身体
的･精神的負担が大きい」が上位である。
一方、既婚女性において、18～20歳代、30歳代では「経済的な不安」が最も多いが、40歳代では「年齢上の理由」が最も多い。

【予定の子どもの人数が、理想の子どもの人数より少ない理由（３つまで選択）】

30

未婚女性
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17.5

51.7

15.8

5.8
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経済的な不安があるから

妊娠・出産・子育ての身体的・精神的負担が大きいから

仕事（学業）と子育ての両立が難しいから

今の仕事が続けられるか不安があるから

子どもを安心して産み育てられる環境にないから

年齢上の理由から

健康上の理由から

親になることや子育てへの不安があるから

その他

18～34歳(n=63)

[%][%]



４-7 理想とする人数の子どもを持つための行政の支援策 【18歳～50歳代の県民】
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49.4
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22.6

14.3

27.4

7.7

33.9

20.8

24.4

3.6

0.6
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雇用対策による安定した雇用機会の提供

安定した家計を営めるよう、経済対策による収入の増加

夫婦が働きながら子育てができるような職場環境の充実など、企業などへの働きかけ

夫婦が協力して子育てすることへの意識啓発

妊娠・出産に関する医学的な知識を踏まえた、女性のキャリアプラン教育の推進

保育所の整備などの安心して子どもを預けられる施設の充実

地域における妊娠・出産・子育てに関する相談支援体制の充実

出産費の助成などの妊娠・出産に関する経済的支援の充実

医療費の助成などの子育てに関する経済的支援の充実

子どもの教育に関する経済的支援の充実

妊娠・出産を機会に離職した者への再就職支援の充実

その他

18～34歳(n=168)

[%] [%]

未婚女性
（34歳以下、結婚意欲あり）

既婚女性
（50歳未満）

理想とする人数の子どもを持つための行政の支援策は、未婚及び既婚女性とも「経済対策による収入の増加」、「企業などへの
働きかけ」が上位である。

【理想とする人数の子どもを持つための行政の支援策 （３つまで選択）】



５ 市町長意向調査（人口減少対策）
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５-１ 人口減少問題について
人口減少を抑制する取組として有効と考えるものは、「企業誘致の推進」、「子ども･子育て支援の充実」、
「多様で柔軟な働き方とワーク･ライフ･バランスの推進」が上位である。

人口減少などに対応した社会システムへの転換を進める取組として有効と考えるものは、「未来技術の活用」、
「コンパクトな拠点の形成」が上位である。
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（市町）

【人口減少を抑制する取組として有効と考えるもの（自由記述の内容から項目を抜粋）】

【人口減少などに対応した社会システムへの転換を進める取組として有効と考えるもの（自由記述の内容から項目を抜粋） 】
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地域間連携が必要な分野としては、「産業振興」が上位である。産業振興のうち、８市･町が「観光」を挙げた。

次いで、「消防・防災」、「地域公共交通」、「地域内外の住民との交流･移住促進」が上位である。

５-１ 人口減少問題について
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【今後、地域間連携が必要になる分野（自由記述の内容から項目を抜粋） 】
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６ エキスパート人材・アイデア人材
アンケート調査
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その他

高齢者や障害者が地域で安心して暮らせる社会福祉の充実

高齢化や過疎化が進んでいる集落（コミュニティ）の再生

病院の整備や在宅医療の提供などの地域医療の充実

地域住民のまちおこしなどの活動に対する支援

農林業の成長産業化と後継者の育成

電車やバスなどの公共交通網の充実・強化

移住や定住に対する支援体制の充実

学校施設の整備や大学誘致などの教育環境の充実

安心して子どもを産み育てられる・働きながら子育てができる環境の整備

企業誘致や産業振興などによる雇用の創出

2024年(n=49)

2019年(n=41)

6-1 東京圏一極集中について

[%]

東京圏一極集中の是正に効果的な施策と考えるものは、「企業誘致や産業振興などによる雇用の創出」、「安心して
子どもを産み育てられる・働きながら子育てできる環境の整備」が上位である。
2019年と比べると、 「企業誘致や産業振興などによる雇用の創出」や「学校施設の整備や大学誘致などの教育環境
の充実」の回答割合が大きく増加した。

【東京圏一極集中の是正に効果的な施策と考えるもの（３つまで選択） 】
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6-2 栃木県の強みについて

人口減少社会において生かすべき栃木県の強みは、「東京都近接しているという地理的な優位性」、「都
市部と山・河川などの自然がバランスよく共存していること」が上位である。
2019年と比べると、「地震などの自然災害リスクが少ない」の回答割合が大きく増加した。
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サッカーやバスケット、アイスホッケーなどプロスポーツが盛んなこと

宇都宮餃子や佐野ラーメンなど地域に根付いた食文化があること

自動車産業や航空産業などのものづくり産業が発展していること

いちごを始めとする園芸や米麦、本州１位に代表される生乳などの農業が発展していること

新幹線や高速道路などの交通網が整備されていること

豊かな自然や「日光の社寺」に代表される優れた歴史文化、温泉などの観光資源が豊富なこと

地震などの自然災害のリスクが少ないこと

都市部と山・河川などの自然がバランスよく共存していること

東京圏と近接しているという地理的な優位性

2024年(n=49)

2019年(n=41)

[%]

【人口減少社会において生かすべき栃木県の強み（３つまで選択） 】



人口減少社会において克服すべき栃木県の課題は、「ブランディングやアピールが弱いこと」「若年層に
おける東京圏への転出傾向が顕著なこと」が上位である。
2019年と比べると、「公共交通機関が不十分な地域が存在する」の回答割合が大きく増加した。

【人口減少社会において克服すべき栃木県の課題（３つまで選択）】

6-3 栃木県の課題について
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中山間地域から都市部に人口移動が進んでいること

合計特殊出生率が低い水準で推移していること

県外における栃木県の知名度が低いこと

空き家の増加に伴い中心市街地などの空洞化が進んでいること

バス路線などの公共交通機関が不十分な地域が存在すること

若年層における東京圏への転出傾向が顕著なこと

ブランディングやアピール力が弱いこと

2024年(n=49)

2019年(n=41)

[%]


